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１ 期     日  令和６年１２月２６日（木） 

２ 場     所  教育委員会室 

３ 開     会    午後１時３０分 

７ 会議録署名委員  伊 藤 華 英 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 出 席 委 員 教   育   長 竹 居 秀 子 

 委            員 石 田 有 世 

 委            員 伊 藤 華 英 

 委      員 小 山 和 也 

 委      員 堀 田 香 織 

５ 欠 席 委 員 教育長職務代理者 大 谷 幸 男 

６ 議場に出席した者 副教育長 栗 原 章 浩 

 管理部長 中 村 和 哉 

 学校教育部長 野 津 吉 宏 

 生涯学習部長 佐 野 公 子 

 学校教育部参事兼教職員人事課長 寺 内 啓 容 

 学校教育部参事兼生徒指導課長 青 木  貴 

 学校教育部参事兼教育研究所長 津 田 顕 吾 

 教育財務課長 野 口 秀 俊 

 学校施設整備課長 田 嶋 真 二 

 教職員給与課長 横 澤 一 輝 

 おいしい給食サポート課長 小 山 敏 明 

 文化財保護課長 小 林 昌 彦 
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８ 議事等の概要 

竹居教育長 

 

 

書記 

 

竹居教育長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各委員 

 

竹居教育長 

 

 

 

それでは、ただいまから教育委員会会議を開会いたします。 

本日は、傍聴を希望する方は、いらっしゃいますか。 

 

おりません。 

 

本日の会議録の署名委員は、伊藤委員にお願いいたします。 

本日の会議に、報告第１４号「和解について」、報告第１５号「さ

いたま市教職員の人事について」、報告第１６号「さいたま市教職員

（管理職）の人事について」、その他「さいたま市学校給食の実施及

び学校給食費の管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則の

制定について」の４件を追加提出いたします。 

会議の公開については、報告第１１号は議会に関する案件、報告

第１４号、第１５号、第１６号、議案第８１号は人事に関する案件

であることから、非公開とすることをお諮りしたいと思いますが、

委員の皆さんいかがでしょうか。 

 

＜異議なし＞ 

 

それでは、出席委員全員の賛成をいただきましたので、報告第１

１号、第１４号、第１５号、第１６号、議案第８１号は非公開とな

ります。 

会議の順番ですが、報告第１２号、第１３号、議案第８０号、第

８２号、「その他」、続いて非公開となる、報告第１１号、第１４

号、第１５号、第１６号、議案第８１号の順番で審議することとい

たします。 

なお、報告第１１号から第１６号は、緊急に処理する必要がある

と認められ、かつ、会議を招集するいとまがないことから、さいた

ま市教育委員会教育長に対する事務委任規則第４条の規定により臨

時代理いたしましたので、御報告するものでございます。 

 

報告第１２号 令和６年度さいたま市一般会計補正予算（教育費）について 

 

竹居教育長 

 

 

教育財務課長 

 

 

それでは報告第１２号について、事務局から説明をお願いしま

す。 

 

それでは、報告第１２号「令和６年度さいたま市一般会計補正予

算（教育費）について」御説明します。資料の２ページをお願いし

ます。 
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竹居教育長 

 

小山委員 

 

 

この報告の内容は、令和６年さいたま市議会１２月定例会に追加

提出した「さいたま市一般会計補正予算（教育費）」についてです

が、緊急に処理する必要があり、教育委員会会議を招集するいとま

がなかったことから、臨時代理したものでございます。 

次に９ページをお願いします。提案理由でございます。１２月定

例会に追加提出した、さいたま地方裁判所の判決に基づく賠償金の

支払い、武蔵浦和駅周辺地区義務教育学校の建設に要する継続費の

設定、及び国の令和６年度補正予算を活用した、３学期の学校給食

用食材の物価高に対する支援について、市長に申出するものです。 

少し戻りまして、４ページをお願いします。第１表「歳入歳出予

算補正」でございます。 

一番下の行のとおり、歳出合計は、１億１,２４４万１千円の増額

補正となります。 

内容を御説明します。１１ページを御覧ください。 

上段「１項 教育総務費」「事務局運営事業（教職員人事課）」の補

正額５０２万６千円は、市立中学校における損害賠償請求訴訟事案

において、相手方に賠償金を支払うものでございます。 

次に、下段「２項 小学校費」「小学校新設校建設事業」の補正額      

２，１８０万円は、武蔵浦和駅周辺地区義務教育学校の建設に要す

る経費について、令和６年度から令和９年度まで４年間の継続費を

設定しますが、その令和６年度分でございます。 

続いて、ページをおめくりいただきまして「７項 保健体育費」

「学校給食管理運営事業」の補正額８，５６１万５千円は、国の令

和６年度補正予算を活用し、質や量を保った給食を提供するため、

３学期の学校給食用食材の物価高に対する支援を行うものでござい

ます。 

少し戻りまして５ページをお願いします。第２表「継続費補正」

でございます。 

先ほど「小学校新設校建設事業」で御説明申し上げましたが、武

蔵浦和駅周辺地区義務教育学校の建設に要する経費について、令和

６年度から令和９年度まで４年間の継続費を追加するものでござい

ます。 

説明は以上でございます。 

 

何かありますか。 

 

食料品の高騰が続いていますが、給食費の補正について、これまで

赤字が出ていたものを補填するだとか、もしくは、価格を抑えるため



 

4 
 

 

 

 

おいしい給食サ

ポート課長 

 

 

 

 

 

 

 

竹居教育長 

 

 

おいしい給食サ

ポート課長 

 

 

 

 

石田委員 

 

 

教職員人事課長 

 

 

 

伊藤委員 

 

 

学校施設整備課

長 

 

竹居教育長 

 

 

学校施設整備課

長 

に質を落としていたものを元の水準に戻すようなイメージでしょう

か。 

 

赤字ということはございません。小学校は１食あたり２９１円、中

学校は３５６円となっており、日によって金額の違いはありますが、

年間を通して見れば赤字にはなりません。現状でも必要な栄養価は満

たしておりますが、栄養士から「果物をもっと出したかった」とか、

「魚の切り身を１０グラム削った」といった苦労の声がありました。

１１月に入って米が大きく値上がりし、このままではどうにもならな

い状況がありましたが、国からの重点交付金を活用し、３学期分はよ

り良いものを提供できるようにする、ということでございます。 

 

市独自に、保護者への補助を行っている点についても御説明をお願

いします。 

 

令和６年４月に給食費の価格改定を行いました。小学校は２６０円

から２９１円に、中学校は３１７円から３５６円になりましたが、差

額分については、令和６年度当初予算において公費で負担をしており

ます。総額で約６億円を、国の交付金ではなく、本市の一般財源から

支出しているところでございます。 

 

１１ページの賠償金について、訴訟の際、原告の請求額はもっと高

かったですよね。 

 

請求額は９２１万２，４２３円でしたが、判決では４８２万４，９

３０円となっております。遅延損害金２０万５１１円と合わせて、５

０２万５，４４１円でございます。 

 

継続費について、年度を追うごとに金額が上がっている理由を教え

てください。 

 

年度を追うごとに工事の量が増えているため、その内容を基に算出

しているものでございます。 

 

継続費を設定している理由について、委員の皆様に御説明くださ

い。 

 

通常、自治体の予算は単年度が原則でございますが、新設校の建設

に当たっては、１年、２年といった短期間では完了いたしません。今
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竹居教育長 

回の武蔵浦和地区義務教育学校においては、令和６年度から令和９年

度までの４年間を建設期間とし、継続費を設定して、一括で予算措置

を行っているものでございます。 

 

それでは、この件は終了といたします。 
 

報告第１３号 さいたま市文化財保存活用地域計画について 

 

竹居教育長 

 

 

文化財保護課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

続いて、報告第１３号について、事務局から説明をお願いしま

す。 

 

報告１３号「さいたま市文化財保存活用 地域計画について」御報

告させていただきます。 

このたび、１２月２０日に開催された文化庁文化審議会文化財分科

会において答申され、同日付で文化庁長官の認定を受けたものです。

政令市では静岡市と同時に９番目、埼玉県内では８番目の認定となり

ます。 

本計画の背景等について御説明いたします。 

文化財を取り巻く環境が、人口減少や少子高齢化などの社会構造の

変化や価値観の多様化などにより大きく変化し、保存・活用・継承が

厳しくなっています。現状として、地域の文化財を支える社会的基盤

が弱体化している一方、観光振興や地域振興を目的とした文化財の活

用が求められています。 

国ではこうした状況を踏まえ、平成３０年に文化財保護法を改正

し、市町村における文化財の保存及び活用に関する総合的な計画であ

る「文化財保存活用地域計画」を法に位置付けました。この計画の作

成、推進によって、民間団体をはじめとした、多様な主体の参画を得

ることなどにより幅広い文化財の積極的な保存等が期待されていま

す。 

文化庁において作成指針を策定し、埼玉県では「文化財保存活用大

綱」を作成、こういった指針等に従い、本市においては、今後の保存

等に関する取組の具体的な内容を記載した「さいたま市文化財保存活

用 地域計画」を令和３年度から「策定協議会」を立ち上げますとと

もに、文化財保護審議会委員からの意見も参考としながら作成してま

いりました。また、この間、市長部局と教育委員会連携のもと、庁内

検討委員会及び作業部会を開催し、さらには、本年６月から７月にか

けて、パブリックコメントを実施し広く意見をいただいたところでご

ざいます。併せて、文化庁、埼玉県の所管課とも協議を重ね、修正の

うえ、１１月に本計画の認定申請を行ってまいりました。 



 

6 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここからは、概要版に沿って説明させていただきます。 

１ページの序章では、本計画の目的と位置付けについて記載してお

ります。計画作成の背景や目的は前述したとおりです。 

計画期間は、令和６年度から令和１２年度までの７か年とします。

今年度につきましては、文化庁認定後の始動となります。次期計画に

ついては、総合振興計画に合わせての改定を予定しております。 

２ページを御覧ください。 

計画の位置付けは、「さいたま市総合振興計画」、「さいたま市教育

大綱」、「第２期さいたま市教育振興基本計画」を上位計画とし、文化

財保護法に基づいたものとなります。 

本計画の対象は、文化財保護法第２条に規定する、有形文化財、無

形文化財など６類型に、文化財の保存技術と埋蔵文化財を含めた「文

化財」と、次世代に継承すべきものとして、先述の文化財６類型と文

化財の類型に当てはまらない芸術、交通、スポーツ、産業、伝説など

の文化的所産を合わせて「歴史文化遺産」とし、それらを取り巻く周

辺環境なども含め、歴史文化全てを幅広く対象としています。 

計画の取組主体は、所有者、行政、専門家をはじめ、市民や地域の

様々な団体など、まさに地域総ぐるみで取組んでまいります。 

３ページを御覧ください。 

第１章では、自然・地理的環境、交通、産業といった社会的状況、

原始から現代までの歴史的背景について著しています。 

第２章では、現在の指定文化財５２８件、登録文化財１５件、その

他未指定の多くの歴史文化遺産があります。その中から真福寺貝塚な

ど代表的なもの、特徴的なものを取り上げました。 

４ページを御覧ください。 

第３章では、第１章、第２章を踏まえ、立地条件や自然環境のなか

で、今日まで歴史を刻み文化を継承してきた本市の特性を７つに整理

しました。テーマ等については、記載のとおりでございます。 

第４章では、過去に埼玉県及び旧４市において行った歴史文化遺産

の調査をまとめ、現況の把握を、第５章では、さいたま市民へのアン

ケート調査の結果をふまえ、本市が目指す将来像を掲げています。

「みんなで語り、つなごう さいたまの宝」です。 

５ページを御覧ください。 

将来像達成に向けては、歴史文化遺産を「さがす・いかす・たすけ

あう・まもる」の字頭の「さ・い・た・ま」を軸に、次世代へつなげ

ていくことを基本方針としました。 

第６章では、現状を踏まえて具体的なアクションプランを示しまし

た。基本方針「さがす」「いかす」「たすけあう」「まもる」の４つの
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竹居教育長 

 

石田委員 

 

 

文化財保護課長 

 

 

竹居教育長 

 

 

課題に対して、方針を示し、それぞれに応じた具体的な取組を行って

まいります。 

６ページを御覧ください。 

第７章では、歴史文化遺産の保存・活用を総合的かつ重点的に進め

るため、本市の歴史文化の特性を踏まえ「文化財保存活用区域」 と

「関連文化財群」を設定しました。 

「文化財保存活用区域」とは、歴史文化遺産が集積し、効率的な活

用が可能な地域として、地域の魅力を引き出し、地域の意識を高め、

地域全体で４つの基本方針に沿った取組を行います。歴史的、文化的

経緯を鑑みて見沼、大宮、与野、浦和、岩槻の５地区を設定しまし

た。 

７ページを御覧ください。 

「関連文化財群」は、テーマに基づき、歴史的・文化的なまとまり

として、その価値を捉え、魅力や価値を高めていくために、４つのス

トーリーを設定しました。 

８ページを御覧ください。 

第８章では、「歴史文化遺産の防災・防犯」とし、自然災害や火

災、盗難等が発生した場合における対応や被害状況の確認等の連絡体

制を整備していきます。 

第９章では、「歴史文化遺産の保存・活用の推進体制」とし文化財

保護課を中心に、経済、観光、まちづくり、文化、スポーツ、教育な

どを所管する関係部署と協力するとともに、大学や専門家などとも連

携して、本計画に基づいた事業に取り組みます。 

今後は本計画に沿って、地域総ぐるみで歴史文化遺産を保存・活

用、継承してまいります。計画本編および概要版を印刷・製本を行

い、来年３月の発行を予定しております。 

説明は以上でございます。 

 

何かありますか。 

 

「さ・い・た・ま」の頭文字をとった基本方針は非常に良いと思い

ます。これはどなたが考え、どのように決められたのでしょうか。 

 

協議会が主体となって検討を行い、文化財保護課の職員を中心に考

えたものでございます。 

 

 協議会の構成員についても御説明ください。 
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文化財保護課長 

 

 

堀田委員 

 

 

文化財保護課長 

 

 

竹居教育長 

 青木義脩氏をはじめとした歴史的専門家、経済・観光団体や市民公

募の方もおられます。 

 

 文化庁から認定を受けたとのことですが、これによって国から予算

がもらえるといったことはありますか。 

 

 本計画の策定のための補助金がありました。また、今後、国からの

補助金が活用できる制度もございます。 

 

それでは、この件は終了といたします。 

ここで事務局の入替えを行います。準備ができ次第、再開いたしま

す。 

 

議案第８０号 さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改

正する規則の制定について 

 

竹居教育長 

 

 

教職員給与課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それでは再開いたします。議案第８０号について、事務局から説

明をお願いします。 
 
それでは、議案第８０号「さいたま市教職員の期末手当及び勤勉

手当に関する規則の一部を改正する規則の制定について」御説明さ

せていただきます。 

議案書は別冊２の１ページから４ページまでとなりますが、概要

につきましては、資料５ページの「さいたま市教職員の期末手当及

び勤勉手当に関する規則の改正」で御説明をさせていただきます。 

なお、６ページにつきましては、用語等の参考資料となります。 

本議案は、さいたま市人事委員会からの給与等に関する報告及び

勧告を踏まえ、教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則を改正

するものでございます。 

１.市人事委員会勧告でございますが、令和６年９月２５日に市人

事委員会より、期末・勤勉手当の年間支給月数を４．５０月分から

４．６０月分に引上げ、引上げた０．１０月分は期末手当と勤勉手

当にそれぞれ０．０５月分ずつ均等に配分するよう勧告がなされま

した。 

２.令和６年１２月定例会での議決でございますが、先の１２月定

例会において職員の給与条例が改正され、期末手当及び勤勉手当の

年間支給月数が引上げとなりました。  

３.条例、規則、運用の関係と今回の改正でございますが、教職員

給与条例においては、職員の給与条例を読み替えて準用しておりま
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竹居教育長 

 

小山委員 

 

 

教職員給与課長 

 

 

 

堀田委員 

 

 

教職員給与課長 

 

 

 

 

 

堀田委員 

 

 

 

教職員給与課長 

 

すので、職員の給与条例の改正により、教職員についても勤勉手当

の支給月数が引上げとなります。規則では、前年度の人事評価結果

に基づき決定される勤勉手当の成績率の上限を職員、教職員それぞ

れ定めております。今回の条例の改正に伴い、教職員の規則で規定

している成績率の上限についても、０．０５月分引上げるものでご

ざいます。 

施行期日は、公布の日からとし、令和６年１２月１日から適用す

るものでございます。 

令和７年度の成績率の上限につきましては、令和６年１２月期の

引き上げ分を６月期と１２月期に均等に配分することとされている

ため、施行期日は、令和７年４月１日としています。また、今年度

の手当の引き上げ分につきましては、給料表の引き上げ分と合わせ

て差額計算を行い、１月上旬に支給する予定でございます。 

説明は以上となります。御審議の程よろしくお願いいたします。 

 

何かありますか。 

 

民間の給与は全体として５％程度上がっておりますが、教職員の給

与も同程度上がるものでしょうか。 

  

 今回の改定で、教職員全体として、給与と賞与を合わせて２４万５

千円程度の引き上げになります。改定後の年収が７００万円程度です

ので、３．３％～３．４％程度の引き上げでございます。 

 

勤勉手当は、成績を基に算出されるものなのでしょうか。その成

績率の上限を引き上げるということですか。 

 

人事委員会において、標準の支給割合を民間に合わせて勧告して

おります。規定では、全職員に標準の支給割合で支給した場合の総

額の範囲内で、成績率を定め、人事評価の結果に応じて配分するこ

ととなっております。今回は、民間に合わせて最も上の成績率の上

限を０．０５月分引き上げるものでございます。 

 

人事評価の成績が良かった方にプラスして、悪かった方からマイ

ナスして全体の調整を行うということですね。どの程度の差が出る

のでしょうか。 

 

成績率は、上から「特に優秀」、「優秀」、「標準」とあり、０．０

３月ずつの差があります。 
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竹居教育長 

 

 

各委員 

 

竹居教育長 

 

それでは議案第８０号につきましては、原案のとおりとしてよろ

しいですか。 

 

＜異議なし＞ 

 

出席委員全員の賛成により、議案第８０号は原案のとおり可決さ

れました。 

 

議案第８２号 令和７年度全国学力・学習状況調査について 

 

竹居教育長 

 

 

教育研究所長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

続いて、議案第８２号について、事務局から説明をお願いしま

す。 

 

議案書の別冊３を御覧ください。 
議案第８２号「令和７年度全国学力・学習状況調査について」御

説明させていただきます。 
２ページを御覧ください。 
１「調査の目的」は、３点ございます。教育施策の検証及び改

善、学習指導の充実や学習状況の改善、教育に関する継続的な検証

改善サイクルの確立、でございます。 
２に「調査の名称」が示しております。 
３「調査の対象」は、小学校第６学年の児童と中学校第３学年の

生徒です。 
４「調査事項」について御説明いたします。 
（１）「児童生徒に関する調査」は、「教科に関する調査」と「質

問調査」が行われます。 
そのうち「教科に関する調査」は、国語、算数・数学、理科の３

教科で実施されます。 
前回令和４年度に実施をいたしました中学校理科のみ、生徒用学

習端末を用いたＣＢＴ方式で、それ以外の教科は冊子を用いた筆記

方式で実施されます。また、「質問調査」は、児童生徒を対象にＣＢ

Ｔ方式で実施いたします「児童生徒質問調査」と、オンライン方式

で学校を対象に実施いたします「学校質問紙調査」がございます。 
（２）「調査実施日」でございますが、中学校理科を除く「教科に

関する調査」が、令和７年４月１７日木曜日に予定されておりま

す。中学校理科と児童生徒対象の質問調査につきましては、令和７

年４月１４日月曜日から１７日木曜日までの間で、各学校の希望を

踏まえて文部科学省が指定する日に実施されます。 
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竹居教育長 

 

教育研究所長 

 

 

 

竹居教育長 

 

石田委員 

 

教育研究所長 

 

 

竹居教育長 

 

 

 

小山委員 

 

教育研究所長 

 

伊藤委員 

 

 

教育研究所長 

 

本市におきましては、この全国学力・学習状況調査に、平成１９

年度の第１回調査以来、全ての調査に参加しております。調査に参

加することにより、児童生徒の学力・学習状況を詳細に把握するこ

とができ、成果と課題が客観的、かつ具体的に明らかになります。

また、教育委員会や各学校におきまして、学習指導方法の工夫改善

等につながり、教育効果は大きいと考えております。したがいまし

て、本市といたしましては、令和７年度全国学力・学習状況調査に

参加することを御提案させていただきます。 
詳細は、別冊３の５ページ以降の「令和７年度全国学力・学習状

況調査の実施について（通知）」及び、７ページ以降の「令和７年度

全国学力・学習状況調査に関する実施要領」を御覧ください。 
以上でございます。 
 
昨年度と大きく違う点について説明をお願いします。 

 

理科の調査が加わる点でございます。こちらは、小・中学校ともに

３年に１回の実施となっております。また、中学校の理科のみ、ＣＢ

Ｔ方式で実施する点も異なっております。 

 

何かありますか。 

 

質問調査の項目は毎年同じでしょうか。 

 

今年度は、１人１台端末を使用した学習の状況はどうか、といった

項目が増えるなど、毎年１、２問程度の変更はあります。 

 

国においても指標として使用する関係で、多少の変更はあります。

本市として、経年で変化を追いたい場合には、本市が実施する学習状

況調査において質問項目を加えることも可能です。 

 

自治体によっては参加しない場合もあるのでしょうか。 

 

参加していない自治体はない、と聞いております。 

 

普段学習している内容ではなく、文科省の指定した問題を使って実

施するのでしょうか。 

 

文科省から指定された問題が、ＭＥＸＣＢＴ（メクビット）という

問題登録システムに登録され、それを解いていくものです。 
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伊藤委員 

 

 

教育研究所長 

 

堀田委員 

 

 

 

教育研究所長 

 

 

 

竹居教育長 

 

 

教育研究所長 

 

 

竹居教育長 

 

 

各委員 

 

竹居教育長 

 

子どもたちには調査を実施していることを伝えたうえで行うのでし

ょうか。 

 

調査を行う旨を伝えて、実施いたします。 

 

中学校理科は４日間の中で実施するようですが、学校によって日程

が違うことで、先に行った生徒から問題が流出する可能性があると思

うのですが、いかがでしょうか。 

 

それぞれ異なる問題で実施いたします。異なる問題であっても、難

易度によってスコアを調整できるＩＲＴ方式によって採点を行うもの

と聞いております。 

 

後日実施の場合は学校外での実施も可、とありますが、この点につ

いての説明をお願いします。 

 

ＩＲＴ方式の採点により、学校外、つまり自宅等での実施も行える

というものでございます。 

 

それでは議案第８２号につきましては、原案のとおりとしてよろし

いですか。 

 

＜異議なし＞ 

 

出席委員全員の賛成により、議案第８２号は原案のとおり可決され

ました。 

 

その他 さいたま市学校給食の実施及び学校給食費の管理に関する条例施行規則の

一部を改正する規則の制定について 

 

竹居教育長 

 

おいしい給食サ

ポート課長 

 

 

 

 

続いて、「その他」について事務局から説明をお願いします。 

 

それでは、「さいたま市学校給食の実施及び学校給食費の管理に関

する条例施行規則の一部を改正する規則の制定について」御説明さ

せていただきます。 
別冊資料４の２ページを御覧ください。 
「さいたま市学校給食の実施及び学校給食費の管理に関する条例

施行規則」は、市の予算となる学校給食費の額を定めていることか
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竹居教育長 

 

伊藤委員 

 

おいしい給食サ

ポート課長 

 

 

 

竹居教育長 

ら、市長規則で定めているため、教育委員会に対しては議案提出で

はなく報告を行うものです。 
児童生徒に対して、質や量を保った学校給食を提供するため、学

校給食用食材の物価高支援を１２月の追加補正議案を上程いたしま

した。 
本支援は、国の重点支援地方交付金を活用して行うものであり、

支援対象は保護者となっております。学校給食を喫食する教職員等

につきましては、支援の対象外となることから、令和７年１月分か

ら学校給食費の徴収額を増額するため、所要の改正を行うもので

す。 
改正の詳細につきましては、表のとおり、給食１食あたりの金額

は、小学校が２９１円から３０９円へ、中学校・中等教育学校が３

５６円から３７６円へ、特別支援学校が３９４円から４１４円とな

ります。 
なお、児童生徒につきましては、一番上の制定附則により、現在

の徴収額に据え置きとなり、給食１食あたりの金額は、小学校２６

０円、中学校・中等教育学校が３１７円、特別支援学校の小学部が

３１４円、特別支援学校の中学部・高等部が３５５円となります。 
最後に、３ページを御覧ください。 
一番下にある改正附則第３項は、学校や学年等により、１２月分

までの給食回数と１月分からの給食回数が異なることから、喫食月

の実績に応じた金額で徴収できるように規定しているものでござい

ます。 
施行日は令和７年１月１日となります。 
なお、徴収金額につきまして、早急に周知を行う必要があること

から、１２月２５日に公布いたしました。 
説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 
 
何かありますか。 

 

周知について、学校から各家庭へお知らせするのでしょうか。 

 

各学校へは、１２月２３日付でおいしい給食サポート課長から各

学校長あてに通知を行っております。各家庭への周知はまだ行って

おりませんが、価格改定があっても保護者負担は据え置きになる点

について、どのようにお知らせするか検討してまいります。 

 

それでは、この件は終了といたします。 
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ここで事務局の入れ替えを行います。準備ができ次第再開いたしま

す。 

 

報告第１１号 さいたま市教職員退職手当条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

 

竹居教育長 

 

 

教職員給与課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それでは再開いたします。報告第１１号について事務局から説明

をお願いします。 

 

報告第１１号「さいたま市教職員退職手当条例の一部を改正する

条例の制定について」御説明させていただきます。 

議案書は別冊２の７ページから１４ページ、資料は１５ページと

なります。 

この報告は、当該改正条例を令和７年２月議会に提出するにあた

り、教育長が臨時代理したものでございます。 

今回の刑法改正を起因とする市の改正条例については、庁内の法

務担当課が一括して地方検察庁と協議を行いながら令和７年２月議

会での提出に向けて準備を進めてまいりました。１２月１３日に地

方検察庁との協議を終えたことについて法務担当課に確認が取れま

したので、他部局の改正条例と併せて１２月１８日開催の法規審査

委員会にて審議を行うこととなりましたが、同日までに教育委員会

として改正条例提出について意思決定をする必要がありましたの

で、会議を招集するいとまがないことにより教育長が臨時代理した

ものでございます。 

それでは、１５ページの資料に沿って御説明いたします。 

まず、１の概要ですが、本議案は、①の刑法、②の国立大学法人

法、③の日本電信電話株式会社法、いわゆるＮＴＴ法でございます

が、条例の規定に関係する３つの法の改正法の施行に伴い、教職員

の退職手当条例を改正するものでございます。 

はじめに、①の「刑法等一部を改正する法律」等の施行に伴う規

定の整備でございます。 

この改正法の主な内容は、「懲役」、「禁錮」の廃止、「拘禁刑」の

創設でございます。 

新旧対照表を御覧ください。 

改正法の施行に伴い、教職員退職手当条例上で、「禁錮」と規定し

ている箇所を「拘禁刑」とする改正を行うものでございます。 

なお、改正法における当該規定の施行日は、政令で令和７年６月

１日とされております。 
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竹居教育長 

 

小山委員 

 

 

教職員給与課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

竹居教育長 

続きまして、②の国立大学法人法の一部を改正する法律、③の日

本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正する法律の施行に

伴う規定の整備でございます。 

これらの法の改正におきまして、条数の変更や文言整理等が行わ

れております。 

下段の新旧対照表を御覧ください。 

これらの法の改正により、教職員退職手当条例で参照している条

数の変更や定義の引用などの文言整理を行うため、規定の整備を行

うものでございます。 

なお、当該法の一部には、施行日が過去のものがございますが、

教職員退職手当条例の適用上は影響がございませんので、市長部局

と同様に、今回の刑法等の改正と併せて改正するものでございま

す。 

２の施行期日でございます。刑法等の改正に伴う規定の整備は、

令和７年６月１日、それ以外の規定の整備は公布の日とするもので

ございます。 

説明は以上でございます。 

 

何かありますか。 

 

国立大学法人法と日本電信電話株式会社等に関する法律は、教職員

の給与にどのように関係するのでしょうか。 

 

いずれの法律も、直接退職手当に影響はありません。退職手当の算

定期間となる、在職期間の通算の特例を定めておりますが、この中

で、例えばＮＴＴですと、民営化前の旧日本電信電話公社の職員は国

家公務員の退職手当法の適用対象とされております。民営化以降も、

公社の在職期間については公務員の退職手当の算定上の在職期間とし

て通算する、という規定がＮＴＴ法を引用しております。今回、ＮＴ

Ｔ法の条文改正に合わせて、条例も文言整理のために改正するもので

ございます。 

 

それでは、この件は終了といたします。 

ここで事務局の入れ替えを行います。準備ができ次第再開いたしま

す。 

 

報告第１４号 和解について 

       ＜非公開案件につき内容は省略＞ 
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報告第１５号 さいたま市教職員の人事について 

       ＜非公開案件につき内容は省略＞ 
 

報告第１６号 さいたま市教職員（管理職）の人事について 

       ＜非公開案件につき内容は省略＞ 
 

議案第８１号 さいたま市いじめのない学校づくり推進委員会委員の委嘱及び任命

について 

       ＜非公開案件につき内容は省略＞ 
       ＜議案は原案どおり可決＞ 

 

竹居教育長 以上をもちまして、本日の教育委員会会議の議事を終了いたしま

す。 

これにて、教育委員会会議を閉会いたします。 

 

８ 閉     会      午後３時２５分 

 


